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はじめに

東京23区のオフィスマーケットは
コロナ禍を端にダウントレンドに入
り、2022Q3（7 〜 9月）の空室率は 7
年ぶりに 4％を超える水準まで上昇
した。しかし、空室率の上昇は一
様でなく、ビルの築年や規模、エリ
アによって異なっている。コロナ禍
で働き方が大きく変わり、企業がポ
ストコロナを見据えたオフィス戦略
の見直しを始めたことにより、ビル
の選別が進んでいるためである。オ
フィスの需要は、企業行動や経済
の影響を強く受ける。現在、世界的
な金利高やインフレ、地政学リスク
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など日本を取り巻く環境は厳しく、
日本経済の力強い回復はみられず、
企業行動には引き続き注視する必
要がある。一方、オフィスの供給は、
2023年は 2022年の 2.8倍の 22.4万
坪（賃貸面積ベース）の新規供給が
予定されており、それ以降も大型ビ
ルの竣工が続く。本稿では、コロナ
禍が始まる 2020年3月以降の空室
率の変化をビルの築年別・規模別・
エリア別で確認し、企業の移転動向
や新規供給計画から今後のオフィ
スマーケットを展望する。

1. コロナ禍における
空室率の変化

コロナ禍前までの東京23区のオ
フィスマーケットは空室率の低下が
継続し、活況期が長く続いていた。
しかし、2020Q1（1 〜 3月）の 0.71%
を底に空室率は上昇に転じ、現在
にいたるまで上昇傾向は続いてい
る。2022Q3（7 〜 9月）は 4.02%と、
2015Q3以来、実に 7年ぶりに 4%
を超える水準となり、2020Q1 から
の 2年半の間で 3.31 ポイント上昇し
た（図表1）。

図表2は、都心5区における2020Q1
（〇）と 2022Q3（●）の空室率を、規
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図表 1　空室率と募集面積率の推移

図表 2　築年・規模別でみた 2020Q1 と 2022Q3 の空室率（都心 5 区）

模（大規模ビル：延床5,000坪以上、
中小規模ビル：延床5,000坪未満）
と築年で分けてみたものである。点
線は 2020Q1 における東京23区全
体の空室率を、実線は 2022Q3 の
同空室率を示している。また、棒グ
ラフは 2020Q1 から 2022Q3 にかけ
ての空室面積の増加量を示す。市
況が良かった 2020Q1 の空室率は、
規模や築年に関わらず、どのカテゴ
リのビルも市場全体とほぼ変わらな
い低い水準であった。しかし、空室
率が 4%を超えた 2022Q3 にはカテ
ゴリ間で以下の特徴的なばらつきが
生じている。

・�大規模ビルの空室率は、築21～

30年が高い（実線枠）

・�築0～10年の築浅ビルの空室率

は、大規模は低く、中小規模は高

い（点線枠）

次に、図表3 は東京都心の主なオ
フィスエリア別の空室率について、
2020Q1（〇）から 2022Q3（●）にか
けて空室率の上昇幅が大きい順に
並べたものである。図表2 と同様、
点線は 2020Q1 における東京23区
全体の空室率を、実線は 2022Q3
の同空室率を示し、棒グラフは
2020Q1 から 2022Q3 にかけての空
室面積の増加量を示している。

これをみると、2020Q1 では、ほ
とんどのエリアで空室率は市場平均
と大きな差はなかったが、2022Q3
では、室率が大きく上昇したエリア

（実線枠）とそうでないエリア（点線
枠）との差が明確になっている。

（出所）ザイマックス不動産総合研究所「オフィスマーケットレポート 東京 2022Q3」

（出所）ザイマックス不動産総合研究所「最近の空室率上昇を読み解く（2022 年）」

*1 空室率＝空室面積÷賃貸面積、空室面積は調査時点において、竣工済物件で募集中空室区画の面積の合計
募集面積率＝募集面積÷賃貸面積、募集面積は空室面積に解約予告済みの区画を加えた募集中の面積の合計
賃貸面積は、調査時点において、竣工済の物件の賃貸対象となる面積
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コロナ禍が始まった 2020Q1 から
現在（2022Q3）にかけて、市場全体
の需給ギャップを示す空室率は 2年
半で 3.31 ポイント上昇しており、数

値だけをみるとオフィス需要の減退
が加速しているように感じられる。
以前のマーケットのダウントレンド
時においては、賃借コストの削減を
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図表 3　立地別でみた 2020Q1 と 2022Q3 の空室率

（出所）ザイマックス不動産総合研究所「最近の空室率上昇を読み解く（2022 年）」

目的にオフィス面積を減らす、ある
いは賃料の低いビルへ移転する企
業が目立っていたが、最近は、コロ
ナ禍での社員の働き方の変化に伴
い、オフィス戦略を積極的に見直す
企業が増えている。そこで次項では、
オフィス需要に影響を与える企業の
移転動向をみていく。

2. オフィス需要の動向

（1）移転需要が顕在化している

図表1でみた空室率は四半期ごと
の期末日時点の状態を表した数値
であり、期中（3 か月間）の空室の動
きはわからない。そこで、期中に新
たに生じた空室の面積と、消化され
た空室の面積の推移をみることで企
業の移転動向をうかがい知ることが
できる（図表4）。足元は、空室増加
面積（退去）が増えている中にあっ
て、空室減少面積（入居）も増加傾
向にある。空室の増加により企業の
移転需要が顕在化し、移転が活発
化している状況が続いていると考え
られる。

図表5 は、企業の移転決定件数の
推移である。移転決定件数は、ザ
イマックス総研が企業のリリースや
メディア報道などから収集した移転
決定情報を、企業の意思決定の時
期に着目するため、企業が実際に移
転する「移転日」ではなく、移転決定
情報の「入手日」で件数を集計した
ものである。これをみると、2018Q1
から 2020Q1まではゆるやかな減少
傾向にある。この時は、市場の空室
の消化が進み、空室率が極めて低
い水準まで低下し、企業は移転をし

図表 4　空室増減量の推移

（出所）ザイマックス不動産総合研究所「オフィスマーケットレポート 東京 2022Q3」
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たくても適切な移転先を見つけるこ
とが困難な状態であった。2020Q2
にはコロナ禍の影響で移転の延期、
白紙撤回などが多く生じ、企業移

転決定件数は低位で推移していた。
しかし、2020Q4 には企業移転決定
件数は増加に転じ、現在も横這い
で推移している。コロナ禍で移転計
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画を見合わせていた企業、コスト削
減に迫られた企業に加え、オフィス
戦略の見直しを進めた企業などの
移転需要が顕在化してきている。

（2）大企業はワークプレイスの

見直しでオフィス縮小も

図表6 は、企業の従業員別の出社
率である。これをみると従業員が多
い企業の方が少ない企業より出社
率を制限していることがわかる。ま
た、従業員の多い企業ほどオフィス
面積を縮小する意向を持っている 

（図表7）。賃借面積が大きい大企業
がオフィス戦略の見直しを行う際に
は、在宅やサテライトオフィスの活
用を進め、本社オフィスのスペース
を縮小・集約する可能性が高いため
と考えられる。また、1,000坪を賃借
している企業の方が 100坪を賃借す
る企業より、出社率を抑えたことに
伴うオフィスの余剰感は大きく、オ
フィスレイアウトの見直す余地が大
きいことも容易に想像できるだろう。

図表3 で特に空室率上昇が大き
かった「北品川・東品川」や「芝浦・
海岸」エリアは、2000年以降に再開
発が進み、1,000坪以上を賃借する
企業が入居する大規模オフィスビル
が多いエリアである。これらのエリ
アでは 2020年秋ごろから図表8 に
示すような大企業の移転が目立つよ
うになっており、オフィス戦略の見
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また、これは図表2 で示した「大規
模ビルの空室率は、築21 〜 30年が
高い（実線枠）」状態の背景にもなっ
ていると考えられる。

図表 6　＜従業員数別＞出社率（実態）

図表 7　＜従業員数別＞今後のオフィス面積の変化

（出所）ザイマックス不動産総合研究所「大都市圏オフィス需要調査 2022 秋①需要動向編」

（出所）ザイマックス不動産総合研究所「大都市圏オフィス需要調査 2022 秋①需要動向編」

図表 5　企業の移転決定件数の推移

（出所）ザイマックス不動産総合研究所「最近の空室率上昇を読み解く（2022 年）」
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集計対象：ワークプレイス戦略見直しの意思がある企業／複数回答
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集まるための機能を重視する

オフィスをフレキシブルなレイアウト
（フリーアドレス等）に変える

健康や感染症対策に配慮したオフィス運用に
見直す（ウェルネスオフィス）

オフィスのデジタル化・IoT化
（顔認証システム、トラッキング等）
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59.7%

57.7%

57.3%

45.6%

43.8%

43.7%

37.3%

34.4%

31.6%

25.5%

18.7%

18.2%

18.0%

17.5%

13.3%

11.4%

6.8%

1.4%

10.0%

0% 20% 40% 60%

セキュリティ性能が高い

ビルの清掃衛生・維持管理状態が良い

耐震性能が高い（新耐震、免震・制震等）

BCP（災害時などの事業継続計画）に適応する

ネット環境が整備されている（Wi-Fi）

感染症対策がされている（抗菌加工、換気など）
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緑が多い

ビルが築浅である

1フロアが広い
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ビルが環境認証・ウェルネス認証を取得している

セットアップオフィス（*5）

その他

特になし

集計対象：全体（n=1,537）／複数回答

スマートテクノロジーを採用している（非接触等）

ビル内に共用ワークプレイス（シェアオフィス等）がある

ビル内・周辺のアメニティの充実（飲食店、利便施設等）

*5 セットアップオフィス…賃貸借契約において、貸主側が受付や会議室など一部の内装をあら
かじめ施してテナントに貸す形態。移転にかかる費用を抑えられる。
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集計対象：ワークプレイス戦略見直しの意思がある企業／複数回答
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集計対象：全体（n=1,537）／複数回答
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*5 セットアップオフィス…賃貸借契約において、貸主側が受付や会議室など一部の内装をあら
かじめ施してテナントに貸す形態。移転にかかる費用を抑えられる。

88,000

78,000

67,000

67,000

52,000

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000

日本橋・八重洲・京橋

六本木・麻布

虎ノ門

芝・三田

品川駅東口 2023 2024 2025 2026

（坪）

※主要エリアを抜粋

35,000 26,000 26,000 37,000 16,000 
31,000 21,000 

3,000 16,000 
16,000 20,000 

36,000 22,000 
0 

75,000 

125,000 
151,000 

142,000 

102,000 

182,000 

147,000 

272,000 

99,000 
64,000 

204,000 

88,000 

158,000 

104,000 

110,000 

151,000 

177,000 179,000 

118,000 

213,000 

168,000 

275,000 

115,000 

80,000 

224,000 

124,000 

180,000 

104,000 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

延床3,000坪以上10,000坪未満 延床10,000坪以上

（坪）
2023-2026年平均
15.8万坪

2013-2022年平均
15.9万坪



54 ARES不動産証券化ジャーナル Vol.71

（3）高機能ビルや好立地による

企業価値向上意識

コロナ禍においても経営的に大
きなダメージを受けていないばかり
か、成長を続けてきた企業は数多く
ある。このような企業は、経済的に
ゆとりがあり、社員がより働きやす
い高機能で好立地の築年の浅い大
規模ビルへ移転する傾向がみられ
る。近年竣工したビルは、電気容量
や空調、セキュリティといった基本
設備の高機能化だけでなく、省エネ
性能や働く人が快適に過ごせるウェ
ルビーイングなどESGに配慮して建
設されている。また、トップクラス
の最新ビルに入居することは、自社
のブランドを高め、優秀な人材を採
用する面でも効果的と考える企業は
多い。

近年、大規模ビルが次々と竣工し
ている「京橋・八重洲・日本橋」「丸
の内・大手町」のコロナ禍での空室
率の上昇幅がそれぞれ 2.26 ポイン
ト、2.28 ポイントと全体の中では低
いことからも（図表3上側点線枠）、
築浅大規模ビルへ入居を希望する
企業は多いことがうかがえる。

特に、本業拡大による増床需要が
旺盛な通信・IT企業が集積する渋
谷において、築浅大規模ビルはオ
フィス需要を集めている。2020Q1
から 2022Q3 の空室率の変化も、「渋
谷・道玄坂」エリアでは 0.90 ポイ
ントの上昇にとどまっている（図表3

下側点線枠）。コロナ禍が始まった
当初、渋谷ではテレワークに抵抗
感が少ない通信・IT系企業がいち

早く在宅勤務を導入し、オフィスを
解約する動きがみられたが、その
後、成長を続ける通信やIT系の大
企業、スタートアップ企業などの間
でオフィス拡張の動きが広まった。
これらの業界は変化のスピードが速
く、従業員の創造性を最大限に引き
出し、イノベーションを創出するた
めに顔を合わせたコミュニケーショ
ンが重要と考える企業が多くある。
トップのカリスマや強烈なリーダー
シップで急成長してきた新興企業で
は、企業文化の醸成や経営理念の
浸透、急激に増える社員の教育の
必要性を感じ、在宅ではなく出社を
重視している企業も多くみられる。
また、流動性の高いIT業界で新卒・
中途を問わず能力の高い人材を確
保するためには渋谷に本社があるこ
とが有利に働くこともある。渋谷以
外の企業が移転してくるケースもみ
られ、渋谷における築浅大規模ビル
は人気化しオフィス需要を集めてい
る。

一方で、築浅の中小規模ビルは、
コロナ禍前のオフィスマーケットが
活況な時期においては、市場におけ
る希少性も手伝い需要を集めてい
たが、現在は空室率が上昇してい
る（図表2上側点線枠）。

築浅の中小規模ビルは、小さい区
画を高めの賃料で募集していたが、
最近は空室の誘致に時間がかかっ
ている大規模ビルで大きな区画を小
割にしてテナントを募集する動きも
あり、大規模ビルと築浅中小規模
ビルの間の賃料格差が相対的に縮
まってきている。今まで中小規模ビ
ルに入居していた企業が大規模ビ
ルを選択するケースが増えているこ
とも、築浅中小規模ビルの空室率が
高い背景にあると考えられる。

なお、築41年以上の大規模ビル
の空室率も低水準である（図表2）。
これらのビルの多くは、現在ほど大
規模ビルが多くない時期に大手不
動産によって好立地に建築され、大
規模改修で設備更新を行っている。
そのため、築浅ビルほどではないに
しろ高いスペックを維持しつつ、賃
料は築浅ビルほど高くないというこ
とで、オフィス需要を集めていると
考えられる。

3. オフィス新規供給の動向

ここでは、新規供給の動向をみて
いく。図表9 は、東京23区の新規
供給量（賃貸面積ベース）の推移で
ある。2022年の新規供給量が 8万

図表 8　「北品川・東品川」「芝浦・海岸」エリアでの移転事例

（出所）各社公表資料等をもとにザイマックス不動産総合研究所作成、面積は推定値
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坪に対して 2023年は 22.4万坪と、
前年比2.8倍の供給がある。また、
2023 〜 2026年の総供給量は 63.2
万坪になり、これは、2022年末時
点の東京23区のオフィスストック

（1,298万坪）の 4.9％（年1.2％）に
相当する。また、9割近くが延床
10,000坪以上の大規模ビルとなって
いる。

2023 〜 2026年に予定されている
供給面積をエリア別でみると、都心
部のオフィス好立地で供給が多いこ
とがわかる（図表10）。図表9のとおり、
多くは大規模ビルであり、これから
都心部のオフィス好立地に大規模
ビルが続 と々登場することになる。

4. 今後の
オフィスマーケットの展望

ここまでみてきた需要と供給の両
面の動向から、今後のオフィスマー
ケットを展望したい。

（1）大規模ビル間の競争が激化

まず、供給の動向については、東
京のオフィスマーケットは世界的に
みても巨大であり、ストックに対し
て年1％程度の新規供給が市場に
与えるインパクトはそれほど大きく
ないという見方がある。2年半前ま
では 1％を切る空室率の状態であっ
たことを考えると、需要が回復すれ
ば、今後の新規供給は十分に消化
できる量ととらえる意見だ。確かに、
過去にも「2003年問題」など何度か
大量供給による市況悪化が懸念さ
れた時があったが、いずれも、その
後の景気回復に伴いオフィス需要は

図表 9　東京 23 区　新規供給量（賃貸面積ベース）

図表 10　エリア別新規供給量（2023 ～ 2026 年）

（出所）ザイマックス不動産総合研究所「オフィス新規供給量 2023」

（出所）ザイマックス不動産総合研究所「オフィス新規供給量 2023」
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拡大し、懸念は杞憂に終わったと
言ってよかっただろう。しかし、近
年、好立地の大規模ビルの竣工が
続いているため、オフィスマーケッ
ト全体のストック構造が変化してい
る点に留意が必要だ。大規模ビル
と中小規模ビルの賃貸面積割合は、
2000年時には 4：6 であったものが、
現在は大規模ビルが半数を超えて
いる（図表11）。また、2000年から
2023年にかけて大規模ビルの賃貸
面積は 75％増加しており、グレード

の高いビルが次々と登場している。
2023年以降も大規模ビルの供給が
続くため、大規模ビル間の競争は以
前より増して激化し、マーケット全
体に影響を及ぼしていく可能性があ
るだろう。

（2）オフィス需要は停滞する可能性

次に需要に関してみていく。企
業に今後のオフィス面積の意向を
たずねた結果をみると、オフィス市
況が活況であった 2018、2019年は 
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約4分の 1 の企業が今後オフィスを
「拡張したい」と考えていた。コロ
ナ禍の影響を受けた 2020、2021年
には「拡張したい」割合が減って「縮
小したい」の方が多くなっていた。
2022年には再び「拡張したい」が「縮
小したい」を上回ったが、拡張した
い企業は約1割と、コロナ前の半分
ほどである（図表12）。図表5 でみた
とおり企業の移転決定件数は増加
しているが、オフィスの拡張意欲は
それほど高くないことがわかる。移
転の際には、賃借コストの面だけで
はなく、ワークプレイス戦略の実行
に移すために、必ずしも賃借面積を
拡大する必要を感じない企業が多
いためと考えられる。

図表13 は、ワークプレイス戦略
の見直しの意思がある企業がメイン
オフィスにおいて重視している項目

図表 12　今後のオフィス面積の変化

図表 11　オフィスピラミッド（2000 年→ 2023 年）賃貸面積ベース

（出所）ザイマックス不動産総合研究所「大都市圏オフィス需要調調査 2022 秋①需要動向編」

（出所）ザイマックス不動産総合研究所
（注）オフィスピラミッドは、延床面積 300 坪以上の主な用途がオフィスであるビルを対象に、築年ごとのオフィス賃貸面積を左：中小規模ビル（延床面積 300 坪以上 5,000 坪未満延床）、

右：大規模ビル（延床 5,000 坪以上）に表したものである。

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12% 募集面積率 空室率

2020Q1
0.71%

2022Q3
4.02%

2022Q3
6.11%

0万坪 1万坪 2万坪 3万坪 4万坪 5万坪 6万坪

⑤築41年～

④築31～40年

③築21～30年

②築11～20年

①築0～10年

⑤築41年～

④築31～40年

③築21～30年

②築11～20年

①築0～10年

2020Q1-2022Q3の空室増加面積

大
規
模

中
小
規
模

0.37%

0.70%

0.69%

6.35%

2.01%

8.83%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12%

2020Q1空室率 2022Q3空室率
2020Q1東京23区空室率 2022Q3東京23区空室率

0万坪 1万坪 2万坪 3万坪 4万坪

渋谷･道玄坂
新宿･歌舞伎町
上野･台東

東池袋･南池袋
飯田橋･九段
五反田･大崎

京橋･八重洲･日本橋
丸の内･大手町
内神田･鍛冶町
外神田･岩本町
浜松町･高輪

西新宿
麹町･番町
赤坂･青山
六本木･麻布

東陽町･木場･豊洲
築地･新富･茅場町

新橋･虎ノ門
湯島･本郷･後楽
代々木･千駄ヶ谷

銀座
東日本橋･新川
芝浦･海岸
錦糸町･亀戸
北品川･東品川

2020Q1-2022Q3の空室増加面積

1.01%

0.40%
0.72%

0.63%
1.40%

0.73%

1.91%

2.66%
3.00%

6.66%
7.96%

10.02%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16%

2020Q1空室率 2022Q3空室率
2020Q1東京23区空室率 2022Q3東京23区空室率

0%
1%
2%
3%
4%
5%
6%
7%
8%
9%
10%

0

5

10

15

20

25

30

35

40
空室増加面積 空室減少面積 空室率（右軸）（万坪）

273
233 243 221 237

181
217

183
209

176 195

269

336
301

273
305 292 304

0
50
100
150
200
250
300
350
400
（件）

4.0%

0.2%

0.0%

21.9%

16.4%

26.8%

13.8%

15.8%

24.3%

35.3%

50.2%

37.9%

25.0%

17.4%

11.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=745)

(n=518)

(n=274)

10
0人

未
満

10
0人

以
上

1,
00

0人
未
満

1,
00

0人
以
上

0%（完全テレワーク） 1%～39%（テレワーク派）
40%～59%（半々） 60%～99%（出社派）

集計対象：「わからない」を除く／抜粋

100人未満

100人以上

1,000人未満

1,000人以上

11.5%

13.2%

11.2%

64.3%

58.6%

54.7%

9.0%

9.6%

14.1%

15.1%

18.6%

19.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人未満（n=754）

100人以上1,000人未満（n=531）

1,000人以上（n=276）

拡張したい 変えない 縮小したい わからない
集計対象：全体／抜粋

積面借賃期時転移在所/元転移名業企
NTTコムエンジニアリング シーバンスＳ館 2022年5月 1,824

ソニー 品川シーサイドＴＳタワー 2022年3月 9,300

NTTコミュニケーションズ 汐留ビルディング 2022年6月 9,000

兼松 シーバンスＮ館 2022年11月 2,380

ベクター・ジャパン シーフォートスクエアセンタービルディング 2022年11月 852

17.2%

23.5%

23.9%

12.2%

10.8%

12.0%

12.0%

49.2%

48.9%

51.3%

54.2%

57.0%

60.5%

60.7%

3.8%

4.6%

4.6%

14.3%

16.4%

10.7%

10.2%

29.7%

23.0%

20.3%

19.3%

15.8%

16.8%

17.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2017春（n=1,073）

2018春（n=1,250）

2019春（n=1,278）

2020春（n=1,795）

2021春（n=1,648）

2022春（n=1,537）

2022秋（n=1,566）

拡張したい 変えない 縮小したい わからない 集計対象：全体

48.1%

44.0%

30.8%

26.4%

20.4%

18.2%

13.8%

10.5%

8.1%

1.3%

2.8%

0% 20% 40% 60%

コミュニケーションのための場づくり、集…

リモート会議用に個室やブースを増やす

オフィスをフレキシブルなレイアウト（フ…

座席数を見直す

オフィスのデジタル化・IoT化（顔認証シス…

健康や感染症対策に配慮したオフィス運用…

現状維持

従業員の出社状況を把握する（座席を予約…

大会議室を減らす、なくす

その他

わからない

集計対象：ワークプレイス戦略見直しの意思がある企業／複数回答

コミュニケーションのための場づくり、
集まるための機能を重視する

オフィスをフレキシブルなレイアウト
（フリーアドレス等）に変える

健康や感染症対策に配慮したオフィス運用に
見直す（ウェルネスオフィス）

オフィスのデジタル化・IoT化
（顔認証システム、トラッキング等）

従業員の出社状況を把握する
（座席を予約制にする等）

59.7%

57.7%

57.3%

45.6%

43.8%

43.7%

37.3%

34.4%

31.6%

25.5%

18.7%

18.2%

18.0%

17.5%

13.3%

11.4%

6.8%

1.4%

10.0%

0% 20% 40% 60%

セキュリティ性能が高い

ビルの清掃衛生・維持管理状態が良い

耐震性能が高い（新耐震、免震・制震等）

BCP（災害時などの事業継続計画）に適応する

ネット環境が整備されている（Wi-Fi）

感染症対策がされている（抗菌加工、換気など）

自然光が入る

貸会議室が使える

緑が多い

ビルが築浅である

1フロアが広い

ビルが大規模である

ビルが環境認証・ウェルネス認証を取得している

セットアップオフィス（*5）

その他

特になし

集計対象：全体（n=1,537）／複数回答

スマートテクノロジーを採用している（非接触等）

ビル内に共用ワークプレイス（シェアオフィス等）がある

ビル内・周辺のアメニティの充実（飲食店、利便施設等）

*5 セットアップオフィス…賃貸借契約において、貸主側が受付や会議室など一部の内装をあら
かじめ施してテナントに貸す形態。移転にかかる費用を抑えられる。

88,000

78,000

67,000

67,000

52,000

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000

日本橋・八重洲・京橋

六本木・麻布

虎ノ門

芝・三田

品川駅東口 2023 2024 2025 2026

（坪）

※主要エリアを抜粋

35,000 26,000 26,000 37,000 16,000 
31,000 21,000 

3,000 16,000 
16,000 20,000 

36,000 22,000 
0 

75,000 

125,000 
151,000 

142,000 

102,000 

182,000 

147,000 

272,000 

99,000 
64,000 

204,000 

88,000 

158,000 

104,000 

110,000 

151,000 

177,000 179,000 

118,000 

213,000 

168,000 

275,000 

115,000 

80,000 

224,000 

124,000 

180,000 

104,000 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

延床3,000坪以上10,000坪未満 延床10,000坪以上

（坪）
2023-2026年平均
15.8万坪

2013-2022年平均
15.9万坪

である。上位に「コミュニケーショ
ンのための場づくり、集まるための
機能を重視する」（48.1％）や「リモー
ト会議用に個室やブースを増やす」
（44.0％）など、テレワークと出社を
使い分けるハイブリッドな働き方を
前提としたものが並ぶ。企業が出社

率を制限し、本社とサテライトオフィ
ス、自宅を使い分けるハイブリッド
な働き方が浸透したため、従来の「オ
フィスワーカー×1人あたりオフィス
面積」で必要とする賃借面積を算出
する考え方は通用しなくなってくる
だろう。景気が順調に回復して企業
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が人員を増やしたとしても、オフィ
スの総需要は大きく増えない可能性
がある。その場合、新規供給が続
きストックが拡大し続けるオフィス
マーケットの需給バランスは軟化傾
向が長引くと予想される。また、中
長期的には人口減少、少子高齢化
が進んでいくので、オフィスワーカー
の数も減っていくことになるであろ
う。このことは忘れてはならない大
事なポイントだ。

（3）需給軟化でビルの選別が続く

需給軟化が続くオフィスマーケッ
トでは、空室が都心部や大規模ビ
ルでも増加し、賃料水準も以前より
低くなっていくと考えられる。こう
した状況は、企業にとっては自らが
理想とするワークプレイスを実行で
きるビルの選択肢が豊富な状態の
ため、入居ビルの選別がより積極的
に行われ、ビルの二極化が進むだ
ろう。

図表14 は、企業がメインオフィス
を設置するビルにあるとよいと考え
る要件である。「セキュリティ性能が
高い」（59.7％）、「ビルの清掃衛生・
維持管理状態が良い」（57.7％）や「耐
震性能が高い（新耐震、免震・制震
等）」（57.3％）が上位にある。また、「自
然光が入る」（37.3％）や「スマートテ
クノロジーを採用している（非接触
等）」（18.0％）、「ビルが環境認証・ウェ
ルネス認証を取得している」（11.4％）
などESGやウェルネスに関する要件
にも一定の需要があるなど、オフィ
スビルに求める価値が多様化して
いる。

図表 14　メインオフィスを設置するビルにあるとよい要件

（出所）ザイマックス不動産総合研究所「大都市圏オフィス需要調査 2022 春②働き方とワークプレイス編」

図表 13　メインオフィスについて関心のある施策（n ＝ 702）

（出所）ザイマックス不動産総合研究所「大都市圏オフィス需要調査 2022 秋②働き方とワークスタイル編」より
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築浅のオフィスビルはこうした企
業の多様化したニーズに応える設
計がなされ、脱炭素に向けた動きや
働き方の変化などにビルの機能を合
わせていくことで差別化を図ってい
る。東京のオフィスの半数以上ある
築20年以上のビルが、テナントに
選ばれるためには、このような観点
を組み入れた共用部改修や設備更
新などが必要になるだろう。

おわりに

東京23区のオフィスマーケットは、
今までにないパラダイムシフトが起
きている。需要面については、コロ
ナ禍をきっかけに企業が働き方や
働く場所について見直しを行ってお
り、このことがオフィス需要の質的
な変化を発生させている。コロナ禍
で広がった「ハイブリッドワーク」は

コロナが終息しても続く働き方のス
タイルだと考えてよい。一方、供給
面については、毎年一定水準以上
の新規供給がなされ、それが今後
も続く。その結果、ストック量は増
え続け、オフィスビル間や立地によ
る選別が始まっている。2000年の時
点から、東京のオフィスストックは
全体で 33％増加し、大規模ビルは
75％も増えた。この間で、オフィス
ビルのスペックは進化し、空室率が
高まった状況下において大規模ビ
ル間の競争が増している。最新鋭の
大規模ビルは時間がかかったとして
もテナントの需要を集め、企業が移
転した後に発生する二次空室、三
次空室が徐々に広がっていくと想定
される。空室率の変化は、足元では
築古大規模ビルや築浅中小規模ビ
ルで目立っていたが、今後はさらに
中小規模ビル全般に拡大していき、

企業から「選ばれなくなった」古いオ
フィスビルをマンションやホテルな
ど最適な使い方に変える動きがでて
くるかもしれない。このことは、マ
クロ的にみると、ニューヨークやロ
ンドンなどの国際都市と比較して、
中心部に業務施設が集まりすぎた国
際都市「東京」（注：東京23区のオ
フィスの 4分の 3 が都心5区に集中
している）を作り変えるチャンスでも
あり、もっと住みやすく、観光客に
楽しく、人々に優しく、競争力のあ
る都市になるチャンスだと考える。

オフィスマーケットを考察するに
は、短期的な空室率や賃料の変化
だけでなく、中長期的なトレンドや
需要・供給両面での分析など、俯
瞰した見方が大事になる。今後とも
読者に有益な情報を提供し、寄稿
を続けていくつもりである。
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